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招集ご通知

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　当期におきましては、輸配送ニーズの多様化やドラ
イバーのなり手不足など、物流事業者にとって大変厳
しい経営環境が続く中、当社グループは2年目となる
中期経営計画「TRANCOM VISION 2020」のもと、
「人材・組織の強化」、「パートナー企業との関係構築」、
「ICTの積極活用」の3点に集中的に経営資源を配分し、
企業価値の更なる向上に取組みました。
　物流業界を取り巻く環境は引き続き厳しく、物流事
業者間の競争はさらに厳しさを増すものと思われま
すが、「誠意を以ってことにあたる」という価値観のも
と、当社グループの強みを活かしたサービスを追求し、
お客様のニーズに的確に応える事業体制を構築して
まいります。
　株主の皆様におかれましては、今後も一層のご支援
ご厚情を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

代表取締役会長 CEO

代表取締役社長執行役員 COO

株主の皆様へ
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（証券コード：9058）
平成29年6月2日

名 古 屋 市 東 区 葵 一 丁 目 19 番 30 号

代表取締役社長執行役員 　恒川　穣

株主各位

第60回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットなどの電磁的方法により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討いただき、7～8ページの「議決権行使についてのご案内」
に従って、平成29年6月26日（月曜日）午後5時30分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬具
記

1.日　　時 平成29年6月27日（火曜日）　午前10時（受付開始：午前9時）

2.場　　所 名古屋市東区葵一丁目19番30号
マザックアートプラザ　4階会議室（巻末の会場ご案内図をご参照ください。）

3.目的事項 ●報告事項
　1.第60期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）事業報告、
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

　2.第60期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）計算書類の内容報告の件

●決議事項
　第1号議案　剰余金の処分の件
　第2号議案　監査等委員でない取締役5名選任の件

インターネットによる開示について
下記の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ホームページに掲載しておりますので、株主総会招集ご通知添付書類には記載しておりません。
　「連結計算書類」及び「計算書類」の各注記
なお、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類は、株主総会招集ご通知添付書類に記載の各書類のほか、当社ホームページに掲載している
「連結計算書類」及び「計算書類」の各注記となります。

IR情報 http://www.trancom.co.jp/ir

以上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
●  株主総会参考書類、事業報告並びに連結計算書類及び計算書類の記載事項に関し、修正の必要が生じた場合は、修正内容をインターネット上の
当社ホームページ（http://www.trancom.co.jp/ir)に掲載させていただきます。
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（2）

（2）

（1）

剰余金の処分の件第1号議案

　第60期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当連結会計年度の業績等を勘案いたしまして、
以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

1．期末配当に関する事項

　その他の剰余金の処分につきましては、更なる事業成長のための投資等に備えるため、以下のとおりと
させていただきたいと存じます。

2．その他の剰余金処分に関する事項

第59期
平成28年3月期

第56期
平成25年3月期

第57期
平成26年3月期

第58期
平成27年3月期

60

50

10

74

40

34

66

33

33

32

32

64

第60期(当期)
平成29年3月期

78

39

39

記念配当 中間配当

■1株当たり年間配当金の推移 （単位：円）
（ご参考）

（1） 配当財産の種類
金銭

剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年6月28日

株主に対する配当財産の割当てに
関する事項及びその総額
当社普通株式1株につき 39円
総額 380,241,654円
なお、中間配当金として1株当たり39円をお支
払いしておりますので当期の年間配当金は、
1株当たり4円増配の78円となります。

増加する剰余金の項目及びその額
別途積立金 3,000,000,000円

減少する剰余金の項目及びその額
繰越利益剰余金 3,000,000,000円

株主総会参考書類 議案及び参考事項

（3）



4

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

所有する当社の株式数

30,300株
取締役会への出席状況

12回／12回

監査等委員でない取締役5名選任の件第2号議案

　監査等委員でない取締役5名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委
員でない取締役5名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断しております。
　監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

1 清
し み ず

水　正
ま さ ひ さ

久 （昭和25年6月23日生） 再任
略歴、地位及び担当
昭和51年 7月 愛知小型運輸株式会社（現ラネット株式会社）入社
平成元年 6月 当社取締役
平成 6年 6月 当社常務取締役
平成12年 4月 当社専務取締役
平成17年 6月   当社代表取締役社長執行役員
平成28年 4月 当社代表取締役会長 CEO（現任）

取締役候補者とした理由
候補者は、優れた先見性と強力なリーダーシップを発揮して会社を牽引し、当社を特長ある物流会社に成長させてまい
りました。その実績を踏まえ、代表取締役会長 CEOとして、引き続き、経営のリーダーシップを執っております。今後
においても、経営方針や企業戦略の意思決定並びに業務執行の監督など経営の最高責任を担うべく、取締役として適任
であると判断し、選任をお願いするものであります。
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株主総会参考書類 議案及び参考事項

略歴、地位及び担当
平成 9年 7月 当社入社
平成17年 6月   当社執行役員 物流情報サービスグループ 統括マネージャー
平成23年 6月   当社取締役執行役員 物流情報サービスグループ 統括マネージャー
平成23年12月   株式会社エムエスケイ（現トランコムITS株式会社）代表取締役社長
平成24年 4月   当社取締役常務執行役員 物流情報サービスグループ担当
平成28年 4月 当社取締役専務執行役員 事業統括
平成29年 4月 当社取締役専務執行役員 営業統括（現任）

候補者番号

2 恒
つ ね か わ

川　穣
ゆたか

（昭和36年4月29日生） 再任

所有する当社の株式数

2,900株
取締役会への出席状況

12回／12回

候補者番号

3 大
お お さ わ

澤　隆
たかし

（昭和47年7月23日生） 再任

所有する当社の株式数

4,100株
取締役会への出席状況

11回／12回

略歴、地位及び担当
平成20年 1月 当社入社
平成21年 8月   当社執行役員 経営企画グループ マネージャー 兼 総務人事グループ担当
平成22年 6月   当社執行役員 管理部門担当
平成23年 6月   当社取締役執行役員 管理部門担当
平成24年 4月   当社取締役常務執行役員 管理部門担当
平成27年 3月   当社取締役常務執行役員 管理・システム部門担当
平成28年 4月 当社代表取締役社長執行役員 COO（現任）

取締役候補者とした理由
候補者は、入社以来、経営企画、管理・システムの各部門に携わるなど、幅広い業務経験を積み重ね、当社事業の成長を支
えるとともに、経営の質的な改革を推し進めてまいりました。平成28年4月からは、代表取締役社長執行役員 COOと
して、中期経営計画である「TRANCOM VISION 2020」の実現に向けて邁進しております。引き続き、その業務執行の
責任を担うべく、取締役として適任であると判断し、選任をお願いするものであります。

取締役候補者とした理由
候補者は、入社以来、強力なリーダーシップを発揮し、物流情報サービス事業を当社のコア事業へと大きく成長させて
まいりました。その実績を踏まえ、取締役専務執行役員 営業統括として、グループ事業全体の更なる拡充に向けた経営
改革を推し進めております。引き続き、当社事業全体の適正な推進と監督を担うべく、取締役として適任であると判断
し、選任をお願いするものであります。
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略歴、地位及び担当
平成 7年 3月 当社入社
平成17年 6月 当社執行役員 運輸グループ 統括マネージャー
平成24年 2月 当社執行役員 ロジスティクスマネジメントグループ 事業統括
平成26年 1月 当社執行役員 ロジスティクスマネジメントグループ担当
平成26年 6月 当社取締役執行役員 ロジスティクスマネジメントグループ担当
平成28年 4月 当社取締役上席執行役員 ロジスティクスマネジメントグループ担当
平成28年12月 当社取締役上席執行役員 事業統括補佐
平成29年 4月 当社取締役常務執行役員 事業渉外（現任）

略歴、地位及び担当
平成11年 7月 当社入社
平成15年 2月 当社ロジスティクスマネジメントグループ 第1ブロック ブロック長
平成22年 2月 当社経営企画グループ マネージャー
平成26年 4月 Transfreight China Logistics Ltd. 副総経理として出向
平成27年11月 当社海外グループ ゼネラルマネージャー
平成27年11月 Transfreight China Logistics Ltd. 董事長（現任）
平成28年 4月 当社執行役員 海外グループ担当
平成28年 6月 当社取締役執行役員 海外グループ担当（現任）
重要な兼職の状況
Transfreight China Logistics Ltd. 董事長

（注）各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
以上

候補者番号

4 神
じ ん の

野　裕
や す ひ ろ

弘 （昭和46年3月8日生） 再任

所有する当社の株式数

1,400株
取締役会への出席状況

11回／12回

候補者番号

5 武
た け べ

部　篤
あ つ の り

紀 （昭和49年7月30日生） 再任

所有する当社の株式数

76,600株
取締役会への出席状況

12回／12回

取締役候補者とした理由
候補者は、入社以来、貨物運送事業、ロジスティクスマネジメント事業に携わり、幅広い領域で責任者を歴任してまいり
ました。その豊富な業務経験と実績を踏まえ、取締役常務執行役員として、ロジスティクスマネジメント事業と物流情
報サービス事業との連携を進め、事業領域の更なる拡大に注力しております。引き続き、当社事業の推進を担うべく、取
締役として適任であると判断し、選任をお願いするものであります。

取締役候補者とした理由
候補者は、入社以来、ロジスティクスマネジメント事業、経営企画、海外への事業展開等に携わり、幅広い経験を積み重
ねてまいりました。その実績を踏まえ、取締役執行役員として海外事業を統括しております。引き続き、その幅広い職務
経験や知見を経営に活かすべく、取締役として適任であると判断し、選任をお願いするものであります。
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議決権行使についてのご案内

議決権は、株主の皆様が当社の経営にご参加いただくための大切な権利です。
議決権の行使方法には、以下の方法がございます。
株主総会参考書類をご検討のうえ、ご行使くださいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席いただく場合

株主総会にご出席いただけない場合

平成29年6月27日（火曜日）午前10時

平成29年6月26日（月曜日）
午後5時30分必着

平成29年6月26日（月曜日）
午後5時30分まで

電磁的方法（インターネット等）
による議決権行使の場合

書面（郵送）による
議決権行使の場合

株主総会
開催日時

行使期限 行使期限

同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。
また、議事資料として本冊子をご持参ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、行使期限までに
到着するようにご返送ください。

機関投資家の皆様へ
機関投資家の皆様につきましては、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前
に申し込まれた場合には、当該プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

次ページに記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」
をご確認のうえ、当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://
www.it-soukai.com）にアクセスしていただき、画面の案内に
従って、議案に対する賛否をご入力ください。
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書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議決権を行使 
可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードにて
ログインしていただき、画面の案内に従ってご入力ください。
なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

行使期限は平成29年6月26日（月曜日）午後5時30分までです。
お早めの行使をお願いいたします。

インターネットによる議決権行使のご案内

http://www.it-soukai.com

ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部（以下）までお問い合わせください。

書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効とします。イン
ターネットにて複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。
議決権行使コード及びパスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の株主総
会時は新たに発行いたします。

インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

ご注意

◦‌�議決権行使コード及びパスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを当社
よりお尋ねすることはございません。

◦‌�パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内に従ってお手
続きください。

◦‌�議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によって
はご利用いただけない場合があります。

お 問 い 合 わ せ 先

議決権行使ウェブサイトの
操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-768-524
（平日9：00～21：00）

上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-288-324
（平日9：00～17：00）

議決権行使ウェブサイト
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（1） 事業の経過及びその成果
① 当社グループの概況

1．企業集団の現況に関する事項

　当期の物流業界を取り巻く環境は、EC市場の拡大による消費者の購買スタイルの変化に伴い、貨物の小口
化、多頻度化が進み、輸配送ニーズが多様化するなど、物流構造が大きく変化してきております。また、一層深
刻化するトラックドライバー不足が輸送対応力の低下や人件費の上昇を招くなど、物流事業者にとっては大
変厳しい事業環境が想定される中で、成長を維持するための事業戦略、企業価値向上に向けた取り組みの重
要性が一段と増してきております。
　当期におきましては、トランコムグループ中期経営計画「TRANCOM VISION 2020」の成長の軸である
「人材・組織の強化」、「パートナー企業との関係構築」、「ICTの積極活用」の3点を推し進めるために、集中的に
経営資源を配分し、企業価値の更なる向上に取り組みました。また、コア事業がそれぞれ質の高い機能を果た
し、その競争力のある事業が有機的に結合することで、高いシナジーを創出する企業グループへと進化する
べく、取り組みを推進いたしました。
　これらの結果、売上高は、物流情報サービス事業の伸長に加
え、Transfreight China Logistics Ltd.の連結子会社化により、
1,333億13百万円（前期比5.6％増）となりました。
　営業利益は、ロジスティクスマネジメント事業の収益力の低
下などにより、56億81百万円（同5.6％減）、経常利益は、55億
43百万円（同7.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、
37億8百万円（同1.9％増）となりました。

添付書類 事業報告 平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

133,313

99,515

第57期 第60期

126,244

第59期

114,696

第58期

5.6%増
前期比

（単位：百万円）売上高

5,681
4,999

第57期 第60期

6,017

第59期

5,553

第58期

5.6%減
前期比

（単位：百万円）営業利益

5,543
4,844

第57期 第60期

5,983

第59期

5,470

第58期

7.4%減
前期比

（単位：百万円）経常利益
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■財産及び損益の状況

区分 第57期
平成26年3月期

第58期
平成27年3月期

第59期
平成28年3月期

第60期（当期）
平成29年3月期

売 上 高 （百万円） 99,515 114,696 126,244 133,313

営 業 利 益 （百万円） 4,999 5,553 6,017 5,681

経 常 利 益 （百万円） 4,844 5,470 5,983 5,543

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 （百万円） 2,792 2,925 3,639 3,708

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 287.74 301.51 374.96 382.02

総 資 産 額 （百万円） 33,471 38,642 42,113 44,700

純 資 産 額 （百万円） 19,156 21,660 24,628 27,591

1 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 1,972.81 2,224.94 2,524.56 2,811.75

（注）1　  1株当たり当期純利益は期中の平均株式数に基づき算出しております。
　　2　  1株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、当社が導入している「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」制度

による資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式を控除して算出しております。

3,708

2,792

第57期 第60期

3,639

第59期

2,925

第58期

1.9%増
前期比

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

44,700

33,471

第57期 第60期

42,113

第59期

38,642

第58期

（単位：百万円）総資産額

27,591

19,156

第57期 第60期

24,628

第59期

21,660

第58期

（単位：百万円）純資産額
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事業報告

② セグメント別の概況

ロジスティクスマネジメント事業

主な事業内容

売上高

営業利益

物流ネットワークの再構築、物流システムの導入、物流センター
業務の一括請負、輸配送システムの最適化など、ローコスト・
高品質な物流システムを一元的に運営管理する業務

当事業年度の概況

　ロジスティクスマネジメント事業につきましては、お客様の物流機能への関心の高まりとニーズの多様化がますま
す進む中、物流品質の向上とコスト改善の追求に向けた取り組みを推進しました。
　具体的には、お客様との共同会議を継続実施し、お客様の物流サービスレベル向上に資する提案の実行、業務の標準
化や高度化を目的としたICT導入の試行、人材育成の強化、労働環境の整備など、現場運営力・改善力の向上に取り組
みました。また、お客様に合わせたオーダーメイドの物流システムにオールトランコムのサービスメニューを効果的
に組み合わせて提案し、その多様なニーズに応えることで未経験分野の物流業務を受託、稼働いたしました。
　以上の結果、ロジスティクスマネジメント事業の売上高は、一部拠点の業務縮小・業務廃止の影響に加え既存拠点の
物量の減少による減収要因はありましたが、前期及び当期に新規稼働した拠点の業績寄与等により、468億22百万円
（前期比1.7%増）となりました。
　営業利益につきましては、当期稼動した拠点に関わる初期費用の計上に加え、既存拠点における売上高の減少に伴
う利益の減少、一部拠点での生産性悪化等により、27億5百万円（同13.1%減）となりました。

46,022 46,822

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

売上高

3,111

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

2,705

営業利益

35.1%
売上高構成比468億22百万円 前期比1.7%増

27億 5百万円 前期比13.1%減

（単位：百万円） （単位：百万円）
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物流情報サービス事業

主な事業内容

売上高

営業利益

全国30拠点、パートナー企業約13,000社のネットワークを
活かし、空車情報と貨物情報をマッチングする業務

当事業年度の概況

　物流情報サービス事業につきましては、「お客様から期待される国内No．1のノンアセット輸送サービスの提供」を
スローガンに新たな輸送ネットワークの確立、営業力の強化、パートナー企業との強固な関係構築等、更なる事業拡大
に向けた取り組みを推進しました。
　具体的には、アジャスターの営業力を結束した定期貨物の獲得、蓄積された膨大なデータを瞬時に分析できるツー
ルの機能拡充と定着による業務の効率化、更にはパートナー企業との関係強化に精力的に取り組みました。また、新た
な輸送ネットワークとして、中ロットサービス（中量貨物の混載サービス）の事業化に向けて積極的な営業活動を進め
ました。
　以上の結果、物流情報サービス事業の売上高は、チャーター部門に加え中ロット部門でも順調に成約件数を伸ばし
たことにより、729億72百万円（前期比6.2%増）となりました。
　営業利益につきましては、売上高の増加に伴い利益が増加したことにより、28億72百万円（同3.9%増）となりました。

68,681 72,972

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

売上高

2,763 2,872

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

営業利益

729億72百万円 前期比6.2%増

28億72百万円 前期比3.9%増
54.7%
売上高構成比

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）アジャスター … 求貨求車情報をマッチングする役割を担う担当者
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事業報告

●  徹底した生産管理・品質管理のもと、国内・海外の製造業務を
請負い運営管理する業務

●  最適な人材を提供する人材派遣業務

当事業年度の概況

　インダストリアルサポート事業につきましては、平成27年10月に㈱スマイルスタッフとトランコムISS㈱が事業統
合して発足したトランコムSC㈱の新体制が期初より常軌化し、製造工程における業務請負及び人材派遣ビジネスの
事業基盤の確立に向け、顧客ニーズを把握した提案型請負・派遣ビジネスを展開しました。
　具体的には、既存顧客のシェア拡大や新規取引先の開拓、採用機能の見直しに加え、採用インフラの整備に向けた検
討を進めました。
　以上の結果、インダストリアルサポート事業の売上高は、国内における新規顧客の獲得や既存顧客の派遣社員の増
員などにより国内部門は増収いたしましたが、海外拠点における業務撤退などの影響により、85億79百万円（前期比
0.0%減）となりました。
　営業利益につきましては、国内部門の売上高増加に伴う利益の増加、不採算拠点の整理など費用の見直しを行った
ことなどにより、1億34百万円（同58.7%増）となりました。

インダストリアルサポート事業

主な事業内容

売上高

営業利益

8,582 8,579

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

売上高

84

134

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

営業利益

6.1%
売上高構成比85億79百万円 前期比0.0%減

1億34百万円 前期比58.7%増

（単位：百万円） （単位：百万円）
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●海外における物流業務
●情報システムの設計開発業務
●車両整備、メンテナンス、販売・リース、損害保険の代理店業務

当事業年度の概況

　その他事業につきましては、Transfreight China Logistics Ltd.の連結子会社化により、64億86百万円（前期比
49.2%増）となりました。
　営業利益につきましては、平成29年3月より稼動した、タイでの物流業務の初期費用の計上などにより、1億96百万
円（同20.3%減）となりました。

その他

主な事業内容

売上高

営業利益

4,347

6,486

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

売上高

247
196

  第60期（当期）
平成29年3月期

第59期
平成28年3月期

営業利益

64億86百万円 前期比49.2%増

1億96百万円 前期比20.3%減
4.1%

売上高構成比

（単位：百万円） （単位：百万円）
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事業報告

（2） 対処すべき課題
　　  　当社グループを取り巻く環境は、EC市場の拡大による物流需要の伸長やトラックドライバー不足等

の社会構造の変調、ICTを駆使した技術革新等、大きく変化し、加速度的に多様化が進んでいます。
　　  　目まぐるしい市場変化や顧客ニーズに対応するためには、磐石な事業基盤と事業連携によるシナジー

の極大化が重要であると考えております。各事業の革新を図るとともに、新しい成長モデルを確立し、持
続的な成長と収益性の向上を実現してまいります。

　　  　これまでトランコムグループが培ってきた事業について、より高い収益性を発揮すべく、環境変化に
柔軟に対応できる体制を強化するとともに、新たな成長分野での事業拡大を図ります。

　　  　3PL物流を担うロジスティクスマネジメント事業は、物流の全体最適の観点から、物流サービスレベ
ルの向上、物流コスト改善の追求に取り組むとともに、コスト構造の改革を進め、業務の適正化を図るこ
とで、顧客ニーズへの的確な対応と、収益成長の両立を実現してまいります。

　　  　また、差別化、競争力の源泉となっている物流情報サービス事業は、事業のICT化と中ロットサービス
の本格事業化を進め、幹線輸送での確固たる地位の確立を目指します。

　　  　その上で、物流を展開する中で獲得したノウハウとグループの強みを最大限活かした独自の物流サー
ビスを提案し、事業規模の拡大を図ってまいります。

　　  　加えて、今後の成長を持続するためには、将来を担う人材の採用・育成が最重要課題であります。活き
活きと働ける人事制度の整備に努め、企業文化・風土・価値観に共鳴する人材の採用と育成に取り組んで
まいります。

　　  　さらには、トランコムグループは、ステークホルダーの皆様と信頼し合える関係を構築していくこと
がCSRの基本と捉え、環境・社会・企業統治をはじめとするESG課題にも着実に取り組んでまいります。

（3） 設備投資の状況
　　  　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、1,454百万円であります。

（4） 資金調達の状況
　　  　当連結会計年度においては、経常的な資金調達のみであり、増資や社債発行等による資金調達は行っ

ておりません。

（5） 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　　  　該当事項はありません。

（6） 他の会社の事業の譲受けの状況
　　  　該当事項はありません。

（7） 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　　  　該当事項はありません。
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（8） 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　　  　当社は、平成28年4月27日に、中国を拠点に自動車部品などの物流を行うTransfreight China 
Logistics Ltd.の出資持分を追加取得し、子会社化しました。

　　  　当社は、平成28年5月25日に、タイを拠点に物流を行うTRANCOM TRANSPORT （THAILAND） 
CO.,LTD.を設立しました。

（9） 主要な借入先
　　  　該当事項はありません。

（10） 重要な親会社及び子会社等の状況（平成29年3月31日現在）
　①　親会社の状況
　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

ト ラ ン コ ム D S 株 式 会 社 94百万円 100.0％ 貨物の配送業務

ト ラ ン コ ム S C 株 式 会 社 99百万円 100.0％ 生産請負業務及び人材派遣業務

ト ラ ン コ ム I T S 株 式 会 社 90百万円 100.0％ 情報システム開発業務

メ カ ノ ス 株 式 会 社 35百万円 100.0％ 車両の整備業務及び損害保険の代理店業務

TRANCOM BANGKOK CO.,LTD. 20百万タイバーツ 74.0％
（25.2％） 海外物流業務及び生産請負業務

TRANCOM TRANSPORT （THAILAND） CO.,LTD. 16百万タイバーツ 74.0％
（26.0％） 貨物の輸送業務

TRANCOM GLOBAL HOLDINGS CO.,LTD. ２百万タイバーツ 49.0％ 海外グループの事業統括

Transfreight China Logistics Ltd. ５百万USドル 90.0％ 貨物の輸送業務

特蘭科姆人才服務（天津）有限公司 38万USドル 100.0％ 生産請負業務

（注）1　  TRANCOM GLOBAL HOLDINGS CO.,LTD.は、当社の議決権比率が49.0％でありますが、支配力基準の適用により連結子会社
としております。

　　2　｢議決権比率」欄の（　）内は、間接所有する議決権の比率を内数で記載しております。

　③　特定完全子会社に関する事項
　　　該当事項はありません。

　④　重要な関連会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

T T S 株 式 会 社 100百万円 50.0％ トラックのリース及び保守管理業務



17

（11） 当社グループの主要拠点等（平成29年3月31日現在）

事業報告

名称 所在地
A 本 社 名古屋市東区

B 久喜ロジスティクスセンター 埼玉県久喜市

C 静岡ロジスティクスセンター 静岡県掛川市

D 小牧ロジスティクスセンター 愛知県小牧市

E 東海ロジスティクスセンター 愛知県東海市

F 東 京 情 報 セ ン タ ー 東京都港区

G 名 古 屋 情 報 セ ン タ ー 名古屋市中区

H 大 阪 情 報 セ ン タ ー 大阪市中央区

I トランコムSC（株）宇都宮オフィス 栃木県宇都宮市

J トランコムSC（株）田川事業所 福岡県田川市

K Transfreight China Logistics Ltd. 中国広州市

L ト ラ ン コ ム I T S（株）名古屋市東区

M メ　　カ　　ノ　　ス　（株）名古屋市西区

久喜ロジスティクスセンター

東海ロジスティクスセンター

静岡ロジスティクスセンター

小牧ロジスティクスセンター

B C

ED

天津

広州

バンコク

A

B

C

E

D

F

G

H

L

M

J

I

K
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（12） 従業員の状況（平成29年3月31日現在）
　①　当社グループの従業員の状況

区分 当期末従業員数 前期末比増減 平均臨時従業員数

ロ ジ ス テ ィ ク ス マ ネ ジ メ ン ト 事 業 1,789名 105名増 2,178名

物 流 情 報 サ ー ビ ス 事 業 532名 31名増 82名

イ ン ダ ス ト リ ア ル サ ポ ー ト 事 業 535名 255名減 248名

そ の 他 459名 189名増 68名

全 社 （ 共 通 ） 132名 23名増 4名

従業員数 3,447名 93名増 2,581名

（注）1　  従業員数は、就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含
む｡）であります。

　　2　  平均臨時従業員数には、パートタイマー（1日8時間で換算した期中平均人数）及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いてお
ります。

　　3　「その他」の区分は、各セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外物流事業及び情報システム開発事業等であります。
　　4　全社（共通）として記載している従業員数は、本社管理部門に所属している従業員数であります。

　②　当社の従業員の状況
当期末従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,443名 150名増 38.0歳 7.1年

（注）1　従業員数は就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む｡）であります。
　　2　従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員は含まれておりません。
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（1） 発行可能株式総数 40,000,000株

（2） 発行済株式の総数 10,324,150株
（うち自己株式数574,364株）

（3） 株主数 3,593名

（4） 単元株式数 100株

2．会社の株式に関する事項（平成29年3月31日現在）

証券会社
0.79%

外国人
36.75%

自己名義株式
5.56%

その他国内法人
26.49%

金融機関
15.26%

個人・その他
15.14%

所有者別
株式分布

（ご参考）

■所有者別株式構成状況

（5） 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
千株 ％

ラネット株式会社 2,694 27.6

ビービーエイチ フォー フィデリティ ロー プライスド ストック ファンド
（プリンシパル オール セクター サブポートフォリオ） 918 9.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 458 4.7

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 328 3.3

ステート ストリート バンク アンド トラストカンパニー 505224 309 3.1

ビービーエイチ マシューズ ジャパン ファンド 295 3.0

MSCO CUSTOMER SECURITIES 265 2.7

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE HCR00 253 2.6

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー レギュラーアカウント 179 1.8

GOVERNMENT OF NORWAY 176 1.8

（注）1　上記のほか、当社は自己株式574千株を保有しており、持株比率の算定においては、自己株式を除いて算出しております。
　　 　  なお、自己株式574千株には、「株式給付信託（J－ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」制度の信託財産として資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託口）が保有している当社株式40千株を含んでおりません。
　　2　持株比率は、小数第二位以下を切り捨てて記載しております。



20

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

3．会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権等の状況（平成29年3月31日現在）
（1） 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

名称 新株予約権の
発行決議日

新株予約権の
払込金額

（1株当たり）

新株予約権の
行使価額

（1株当たり）
権利行使期間 保有状況及び

新株予約権の数

新株予約権の
目的である株式の
種類及び数

トランコム
株式会社
第1回

新株予約権

平成26年
5月26日 3,403円 1円

平成26年
6月10日
～

平成56年
6月9日

当社取締役
（監査等委員であるもの
及び社外取締役を除く。）

4名150個

当社普通株式
15,000株

トランコム
株式会社
第2回

新株予約権

平成27年
4月27日 5,277円 1円

平成27年
5月12日
～

平成57年
5月11日

当社取締役
（監査等委員であるもの
及び社外取締役を除く。）

4名100個

当社普通株式
10,000株

（注）  当社グループの取締役及び使用人（顧問を含まない）のいずれの地位も喪失した日の翌日から10日が経過するまでの間に限り、新株予約
権を一括してのみ行使することができます。

　　  その他の行使条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ
ります。

（2） 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況
　　  　該当事項はありません。
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（1） 取締役の氏名等（平成29年3月31日現在）

会社における地位 氏名 担当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 清 水 正 久

代表取締役社長執行役員 恒 川 　 穣

取 締 役 専 務 執 行 役 員 大 澤 　 隆 事業統括

取 締 役 上 席 執 行 役 員 神 野 裕 弘 事業統括補佐

取 締 役 執 行 役 員 武 部 篤 紀 海外グループ担当 Transfreight China Logistics Ltd. 董事長

取締役（監査等委員・常勤） 長 嶺 久 敏

取締役（監査等委員） 川 村 和 夫 川村法律事務所 所長

取締役（監査等委員） 早 川 惠 久 早川税理士事務所 所長

（注）1　取締役（監査等委員）川村和夫、同早川惠久の両氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
　　2　取締役（監査等委員）早川惠久氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者であります。
　　3　  内部監査との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために長嶺久敏氏を常勤の監査等委員として

選定しております。
　　4　取締役（監査等委員）川村和夫氏が所長を兼務している川村法律事務所と当社の間には特別な関係はありません。
　　5　取締役（監査等委員）早川惠久氏が所長を兼務している早川税理士事務所と当社の間には特別な関係はありません。
　　6　  取締役（監査等委員）川村和夫、同早川惠久の両氏は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の規定する独立役員として届け出てお

ります。

4．会社役員に関する事項
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（2） 当事業年度終了後の取締役の異動

氏名 異動後の会社における地位 異動前の会社における地位 異動年月日

神 野 裕 弘 取締役常務執行役員 取締役上席執行役員 平成29年4月1日

（3） 社外役員に関する事項

　①　社外役員の重要な兼職の状況等
　　　重要な兼職の状況等につきましては21ページに記載のとおりであります。

　②　社外役員の主な活動状況

区分 氏名 取締役会
出席回数

監査役会
出席回数

監査等委員会
出席回数 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員） 川 村 和 夫

12回
12回

 4回
4回

10回
10回

弁護士としての専門的見地から、当
社のコンプライアンス体制の構築・
維持について、社外取締役として中
立的かつ客観的な観点から、発言、提
言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 早 川 惠 久

12回
12回

 4回
4回

10回
10回

税理士としての専門的見地から、当
社の管理体制の構築・維持について、
社外取締役として中立的かつ客観的
な観点から、発言、提言を行っており
ます。

（注）書面決議による取締役会の決議回数は除いております。

　③　責任限定契約の内容の概要
　　  　当社は非業務執行取締役である川村和夫、早川惠久の各氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基

づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、金2百万円と同法第425条第1項により算定される最低責任限度額とのいずれか高
い額としております。
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（4） 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

　①　  監査等委員会設置会社移行前（平成28年4月1日から第59回定時株主総会（平成28年6月16日）終結
の時まで）

区分 支給人員 報酬等の総額 摘要

取 締 役 6人 39百万円

監 査 役 4人 5百万円

合 計 10人 45百万円 （うち社外　4人　　　　5百万円）

（注）1　株主総会決議による取締役の報酬限度額（使用人兼取締役の使用人分の報酬を除く。）は年額400百万円以内であります。
　   　（平成19年6月15日開催の第50回定時株主総会決議）
　　2　株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、年額40百万円以内であります。
　   　（平成19年6月15日開催の第50回定時株主総会決議）

　②　  監査等委員会設置会社移行後（第59回定時株主総会（平成28年6月16日）終結の時から平成29年3月
31日まで）

区分 支給人員 報酬等の総額 摘要

監査等委員でない取締役 5人 179百万円

監査等委員である取締役 3人 14百万円

合 計 8人 194百万円 （うち社外　2人　　　　7百万円）

（注）1　  株主総会決議による監査等委員でない取締役の報酬限度額（使用人兼取締役の使用人分の報酬を除く。）は、次のとおりです。
　   　（1） 金銭により支給する報酬等
　   　    年額400百万円以内であります。
　   　    （平成28年6月16日開催の第59回定時株主総会決議）
　   　（2） 株式給付信託（BBT）に係る信託拠出額
　   　      当初対象期間（平成28年3月末日で終了した事業年度から平成30年3月末日で終了する事業年度まで）につき当面120百万円

以内、かつ必要に応じて240百万円以内であります。
　   　      次期対象期間（上記当初対象期間終了後の3事業年度ごとの期間）につき、それぞれ360百万円以内であります。
　   　    （平成28年6月16日開催の第59回定時株主総会決議）
　　2　株主総会の決議による監査等委員である取締役の報酬限度額は、年額40百万円以内であります。
　   　（平成28年6月16日開催の第59回定時株主総会決議）
　　3　  上記支給額には、当事業年度において計上した役員賞与支給予定額（13百万円）、株式報酬制度（BBT）に係る報酬額（67百万円）を

含んでおります。

事業報告
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（社外取締役の独立性の基準について）

《独立性判断基準》
　当社は、社外取締役となる者の独立性について、会社法の定める社外取締役の要件並びに東京証券取引所及び名古屋証
券取引所が定める独立性基準を充足することのほか、現在又は過去3年以内（又は直近3期）において、以下の要件のす
べてに該当がないことをもって独立性を有するものと判断いたします。

1．主要な取引先・関係先
　（1）当社及び当社グループの業務執行者が役員に就任している会社の業務執行者
　（2）  当社及び当社グループを主要な取引先（※1）とする者、法人・団体である場合にはその業務執行者
　　　（※1）  当社及び当社グループ各社を主要な取引先とする者で、直近3期のいずれかの決算期において、当該者の連

結売上高に占める当社及び当社グループ各社宛の売上高合計の割合が20％超である取引先
　（3）当社及び当社グループの主要な取引先（※2）、法人・団体である場合にはその業務執行者
　　　（※2）  直近3期のいずれかの決算期において、当社の連結売上高に占める当該者宛の売上高の割合が10％超であ

る取引先
　（4）当社の主要な借入先（連結総資産の2％を超える額の借入先をいう）の業務執行者

2．専門家
　（1）  当社の会計監査人である公認会計士又は監査法人の社員、パートナー若しくは従業員（但し、補助的スタッフは

除く）
　（2）  法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティング・ファーム、その他の専門的アドバイザリー・ファー

ムに所属する弁護士、公認会計士又は税理士、その他のコンサルタント等（但し、（1）に該当する者及び補助的
スタッフは除く）であって、当社及び当社グループから役員報酬以外に、過去3年以内に年間10百万円以上の金銭、
その他の財産上の利益を得ている者

3．寄付 
　当社及び当社グループから、過去3年以内において年間10百万円以上の寄付等を受けている者、法人・団体である場合
にはその業務執行者

4．主要株主
　（1）  当社の主要株主（直接・間接に10％以上の議決権を有する株主、法人・団体である場合にはその業務執行者）
　（2）現在又は直前3期において、主要株主又はその業務執行者であった者

5．当社の社外取締役又は社外監査役としての在任期間が通算8年を超える者

6．近親者　　　次に該当する者の近親者（配偶者及び二親等以内の親族）又は同居者
　（1）上記1．～5．に該当する者
　（2）  当社及び当社グループの取締役、監査役、執行役員、顧問、重要な使用人（マネージャー職相当以上）

7．その他　　　現在又は過去3年以内において、上記1．～6．のいずれかに該当していた者

　なお、取締役会において、上記要件を満たさないにも関わらず独立性があると判断する場合には、独立性があると判断
するに至った合理的な根拠を具体的に開示するものといたします。
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（1） 会計監査人の名称
　　　有限責任監査法人トーマツ

（2）   当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について監査等委員会
が同意した理由

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33百万円

（注）  当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を
区別しておらず、実質的にも区分できないため、上記報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　（会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由）
　　  　報酬等の額については、監査等委員会において、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬

見積もりの算出根拠等を検討した結果、適切であると判断したため、会社法第399条第1項の同意を行っ
ております。

（3）   公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）の内容
　　　該当事項はありません。

（4）   会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　　  　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、当該会計監査人の解任を検討し、解任が妥当と認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、
監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　　  　また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他必要
と判断される場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定い
たします。

5．会計監査人に関する事項
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（5）   会計監査人の現在の業務停止処分に関する事項
　　　該当事項はありません。

（6）   会計監査人の過去2年間の業務停止処分に関する事項のうち、当社が事業報告の内
容とすべきと判断した事項

　　　該当事項はありません。

（7）   責任限定契約（会社法第427条第1項の契約）の内容の概要
　　　該当事項はありません。

（8）   当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相
当する資格を有する者を含む。）による当社の子会社の計算関係書類（これに相当す
るものを含む。）の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国
の法令を含む。）の規定によるものに限る。）に関する事項

　　　該当事項はありません。

（9）   辞任した会計監査人又は解任された会計監査人（株主総会の決議による解任を除
く。）に関する事項

　　　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び監査等委員会の職務の執行のため必要な事項についての決議
の内容の概要
　  取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制、
並びに監査等委員会の職務の執行のため必要な事項についての決定内容の概要は以下のとおりです。

（1）   当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

　①　  当社グループの全役職員に法令・定款の遵守を徹底するため、「コンプライアンス規程」を整備するとともに、研修等を通
じ周知徹底を図る。

　②　  当該規程に則り、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置する。
　③　  同委員会は、当社グループのコンプライアンス推進体制の構築、整備を進めるとともに、コンプライアンス施策や教育の

立案、実施、推進を行う。また、当社グループのコンプライアンス定着状況の定期的な調査及びその評価を行い、違反行為
についての措置を決定するなど、その実効性の維持に努める。

　④　  代表取締役社長に直属する内部監査室が、「内部監査規程」に則り、年間計画に基づいて、子会社も含めた内部監査を実施
する。監査結果については、定期的に直接代表取締役社長に報告するなど、監査の実効性の強化、改善の迅速化等に努める。
また、重要事項については、担当取締役又は執行役員、並びに監査等委員会に適宜、報告する。

（2） 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　  　当社又は子会社の取締役（監査等委員である取締役を含む。）の職務の執行に係る情報（文書・電磁的記録）については、関
係法令及び「文書保存規程」、「個人情報取扱規程」、「情報セキュリティ管理規程」等の諸規程に基づき、適切に保存及び管理
を行う。また必要に応じ取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び内部監査室が閲覧・謄写可能な状態で管理する。

（3） 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　①　  グループ全体の適正な事業運営を阻害するリスク要因を事前に把握し、それを軽減する対策を講じるために、「リスク管

理規程」を定めて、リスクマネジメントの充実を図る。
　②　  リスク管理体制については、代表取締役社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を置くとともに、その具体的な実

行担当部署として、代表取締役社長直属のリスク管理室を設置する。
　③　  リスクマネジメント委員会は、複雑化するリスクに対して的確かつ迅速に対応するため、グループ横断的なリスク対策の

検討等、リスクマネジメントに関する承認・意思決定等を行う。また、リスク管理室は、リスクの洗い出し、分析・評価を行
うとともに、講じられたリスク対策の定期的なモニタリング及びリスク情報の収集・管理を行う。

　④　  リスク管理状況については、原則毎月開催されるリスクマネジメント委員会を通じて、リスク管理の状況を全社的に把
握・確認し、監査等委員会や内部監査室との連携による監視体制の強化に繋げる。

6．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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（4） 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　①　  経営の重要事項の意思決定機能と業務執行機能の強化と位置付けを明確にするため、執行役員制度のもと、経営の効率化、

意思決定の迅速化を図る。
　②　  取締役会は、取締役会規程に基づく会社の重要事項を決議するとともに、各取締役の業務執行状況を監督する。
　③　  取締役及び執行役員等が出席する経営会議において、定期的に事業計画の進捗確認を行う。
　④　  当社グループは、各社が定める「組織規程」、「職務権限規程」その他の諸規程に基づき、各取締役等の責任と権限を明確に

し、効率的な意思決定を行う。

（5） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　①　  「関係会社管理規程」に基づき、経営企画グループが子会社の職務執行状況を管理する。
　②　  当社から子会社の取締役及び監査役を派遣し、子会社の業務の適正性を監視する。
　③　  内部監査室は子会社への内部監査を実施し、その結果を当社経営層及び監査等委員会又は監査等委員に適宜報告する。

（6）   監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の当社のほかの取締役
（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に
対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　　  　現在は監査等委員会の職務を補助すべき使用人は置いていないが、監査等委員会からの要望があった場合には、必要に応
じて監査等委員会の職務を補助すべき職員（以下、「監査等委員会補助者」という。）を置くこととする。なお、人選にあたって
は、監査等委員でない取締役からの独立性を確保するものとし、監査等委員長と代表取締役社長との間で協議を行い、その
職務遂行に足る適切な人材を選定する。

　　  　監査等委員以外の取締役からの監査等委員会補助者の独立性及び指示の実効性を確保するために、監査等委員会補助者
の人事処遇（異動・評価・懲戒等）等に関しては、監査等委員会の事前の同意を得る。

　　  　監査等委員会補助者は、監査等委員会の職務を補助する際には、監査等委員会又は監査等委員の指揮命令に従い、監査等
委員以外の取締役及び他の使用人の指揮命令は受けないものとする。

　　  　監査等委員会補助者は、監査等委員会又は監査等委員により指示された業務の実施内容及び結果の報告は、監査等委員会
又は監査等委員に対してのみ行う。

（7） 当社グループの取締役及び使用人等が監査等委員会に報告するための体制
　①　  代表取締役及び業務執行取締役は、取締役会及び経営会議等において担当する部門の業務執行状況、リスク管理体制を報

告する。
　②　  前記①にかかわらず、当社又は子会社の監査等委員でない取締役及び使用人は、監査等委員会又は監査等委員の求めに応

じて、いつでも会社の職務執行状況（事業、業務及び財産の状況等）について報告・説明するとともに、会社の事業、業務及
び財産の状況等の調査に協力する。

　③　  当社及び子会社の監査等委員でない取締役及び使用人は、当社及び子会社に重大な損害を及ぼす恐れのある事実を発見
若しくはその発生の恐れがあると判断したとき、あるいは取締役の職務執行に関する不正行為又は法令若しくは定款に
違反する重大な事実を発見したときには、当該事実に関する事項を直ちに監査等委員会又は監査等委員に報告する。

　④　  内部監査の実施あるいは社内通報等により、リスク管理に関する重要な事項、重大な法令違反その他コンプライアンス上
の重要な問題が生じたときは、直ちに当該事実を監査等委員会又は監査等委員に報告する。
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（8）   当社の監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制

　　  　当社及び子会社は、監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として人事処遇（異動・評価・懲
戒等）等において不利益な処遇をしないことを徹底し、その旨を当社及びグループ各社に周知徹底する。

（9）   監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費
用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　①　  費用又は債務は当社が負担し、会社法（第399条の2第4項）に基づく費用の前払い等の請求があった場合には、これに応じ
る。

　②　  監査等委員は、その職務の執行に必要と認めるときは、独自に弁護士、公認会計士等の外部専門家を利用することができ
る。なお、これに必要な費用については、前記①による。

（10） その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　①　  監査等委員である取締役は、毎月の定例取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。

また必要に応じて、監査等委員でない取締役及び使用人に対して報告を求め、又は業務執行に関する文書等の閲覧を求め
ることができる。

　②　  監査等委員会は、代表取締役会長及び代表取締役社長と定期的に会合をもち、重要課題等の意見・情報交換を行う。
　③　  監査等委員会は、子会社の監査役と意見・情報交換のための会合を定期的に開催する。
　④　  監査等委員会は、各業務執行取締役、会計監査人、内部監査室とそれぞれ意見・情報交換のための会合を定期的に開催する。
　⑤　  監査等委員会は、内部監査室と緊密な連携を保ち、効果的な監査業務の遂行を図る。また必要あるときは、内部監査室に追

加監査の実施及び調査を求めることができる。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。

（1） コンプライアンスについての取組み
　コンプライアンス規程に則り、期初に開催するコンプライアンス委員会において、本年度の重点コンプライアンス事項を決定し、
周知しております。また、新入社員研修や管理者研修等を通じて、コンプライアンス意識の浸透及び不正行為等の発生防止に努め、
内部監査の実施により、その状況の把握に努めております。内部監査結果などにより、特に重要なコンプライアンス違反（又はその
恐れのある事項）が発見された際には、担当取締役又は執行役員、並びに監査等委員に適宜、報告し、迅速な改善に努めております。
　なお、当社は、コンプライアンス規程に定める「内部通報制度」に基づき、社内外に内部通報窓口を設置し運用することで、コン
プライアンスの実効性向上を図っております。
　子会社の業務遂行については、関係会社管理規程に則り、その経営を管理しております。また、取締役及び監査役を当社から派
遣して業務の適正性を監視しているほか、内部監査室による内部監査を実施しております。
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（2） 当社グループの損失の危険の管理についての取組み
　リスク管理室は、「リスク管理規程」に則り、毎月開催されるリスクマネジメント委員会を通じて、代表取締役社長ほか経営層
に対して、全社的に把握・確認したリスク情報を、その分析・評価とともに報告しております。
　また、同室は、リスク情報の収集・管理のほか、講じられたリスク対策（予防措置、再発防止の徹底等）のモニタリングを行って
おり、監査等委員会や内部監査室とも連携しながら、その監視体制の強化に繋げております。これらにより当社グループは、適切
な内部統制システムの構築・運用に努めております。

（3） 当社グループの業務の適正の確保についての取組み
　当社グループでは、取締役（常勤監査等委員である取締役を含む。）、執行役員及び主要幹部社員等が出席し討議する「事業計画
ヒアリング」を年2回（上期・下期）、事業グループ及び子会社ごとに実施しております。特に、ロジスティクスマネジメントグルー
プ、物流情報サービスグループ及びインダストリアルサポートグループの主要3事業グループについては、二次ヒアリングまで
実施しております。これらを通して議論を重ね、計画内容の認識を合わせることで、その達成に向けた効果的な計画推進に努めて
おります。さらに、その内容については、各地の拠点長クラスの幹部社員も出席する事業計画発表会により周知を図っております。
　また、その進捗状況については、毎月開催される経営会議及びその他の会議体において報告され、適正で効果的な事業運営と
なるよう努めております。

（4） 内部監査についての取組み
　内部監査室は、内部監査計画に基づいて、当社グループ全拠点の内部監査を実施し、代表取締役社長に報告しております。内部
監査では、当社グループにおける業務の適正性や法令遵守状況等の監査、財務報告に係る内部統制の有効性評価等を行っており、
内部監査規程に則り、適切に対応しております。
　また、これらの内部監査結果は、同時に監査等委員会にも報告し、情報を共有するとともに意見交換を行い、お互いの緊密な連
携のもとに監査等委員会・内部監査双方の実効性の向上に努めております。

（5） 取締役の職務執行の効率性の確保についての取組み
　当社は、執行役員制度の導入によって、経営の重要事項の意思決定機能と業務執行機能を区分し、経営の効率化、意思決定の迅
速化を図っております。原則毎月開催する経営会議には、取締役（監査等委員である取締役を含む。）、執行役員及び主要幹部社員
も出席し、事業計画の進捗状況の確認を行っております。

（6） 監査等委員会の監査の実効性確保についての取組み
　監査等委員は取締役会に出席するほか、原則毎月開催している経営会議の出席を通じて、内部統制の整備、運用状況を確認し
ております。
　また、常勤監査等委員は、代表取締役会長及び代表取締役社長と定期的に会合をもち重要課題等の情報交換を実施しており、
会計監査人とも定期的な意見交換を行っております。さらに内部監査室との緊密な連携により監査の充実を図っております。こ
れらの確実な実践を通して、監査の実効性の向上に努めております。
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〈コーポレートガバナンス体制図〉（平成29年3月31日現在）
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7．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　　  　当社は、反社会的勢力とは一切関係を持たないこと、反社会的勢力からの不当な要求や威嚇に毅然と

した態度で臨んでこれに妥協しないことを基本方針とし、全ての取締役及び使用人に周知徹底しており
ます。

8．株式会社の支配に関する基本方針
　　　該当事項はありません。

9．剰余金の配当等の決定に関する方針
　　  　当社は、株主への利益還元を経営の重要施策として位置づけており、安定的な配当水準の維持と業績

の伸長に沿った適正な利益配分の継続を基本方針としております。一方で、将来にわたる財務体質の強
化に備え内部留保も勘案しつつ利益配分を行い、内部留保金は事業拡大などに有効に活用する予定であ
ります。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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資産の部

科 目 （ご参考）第59期
（平成28年3月31日現在）

第60期（当期）
（平成29年3月31日現在）

（ご参考）増減

流動資産 27,893 29,873 1,979
　　現金及び預金 7,708 8,249 540
　　受取手形及び売掛金 16,833 18,137 1,303
　　電子記録債権 2,503 2,625 121
　　商品 17 13 △3
　　仕掛品 1 1 △0
　　貯蔵品 17 16 △0
　　前払費用 423 456 32
　　繰延税金資産 242 211 △31
　　その他 161 165 3
　　貸倒引当金 △16 △2 13
固定資産 14,220 14,827 607
　有形固定資産 8,746 8,859 112
　　建物及び構築物 3,513 3,500 △13
　　機械装置及び運搬具 788 1,156 368
　　土地 2,701 2,701 －
　　リース資産 1,363 1,166 △197
　　建設仮勘定 63 － △63
　　その他 315 334 19
　無形固定資産 2,119 3,053 934
　　のれん 261 617 355
　　リース資産 17 11 △6
　　ソフトウエア 1,554 1,472 △82
　　ソフトウエア仮勘定 109 175 66
　　顧客関連資産 － 605 605
　　その他 176 172 △4
　投資その他の資産 3,353 2,914 △439
　　投資有価証券 1,403 1,131 △272
　　繰延税金資産 444 452 8
　　差入保証金 1,370 1,182 △188
　　その他 154 169 15
　　貸倒引当金 △19 △21 △1
　資産合計 42,113 44,700 2,586

（単位：百万円）

（百万円未満切り捨て）

負債及び純資産の部

科 目 （ご参考）第59期
（平成28年3月31日現在）

第60期（当期）
（平成29年3月31日現在）

（ご参考）増減

流動負債 14,712 14,230 △482
　　買掛金 8,960 10,042 1,082
　　短期借入金 1,500 － △1,500
　　リース債務 232 227 △5
　　未払金 285 302 17
　　未払費用 1,211 1,406 194
　　未払法人税等 1,014 864 △149
　　未払消費税等 598 574 △23
　　賞与引当金 493 501 8
　　役員賞与引当金 35 16 △19
　　その他 381 293 △88
固定負債 2,772 2,879 106
　　リース債務 1,473 1,279 △194
　　再評価に係る繰延税金負債 11 11 －
　　株式給付引当金 100 133 33
　　役員株式給付引当金 － 67 67
　　厚生年金基金解散損失引当金 309 309 －
　　退職給付に係る負債 118 113 △5
　　資産除去債務 410 439 29
　　その他 348 524 175
負債合計 17,485 17,109 △376
株主資本 24,322 27,269 2,947
　　資本金 1,080 1,080 －
　　資本剰余金 1,234 1,291 56
　　利益剰余金 22,974 25,914 2,939
　　自己株式 △966 △1,015 △48
その他の包括利益累計額 184 31 △153
　　その他有価証券評価差額金 59 71 11
　　土地再評価差額金 26 26 －
　　為替換算調整勘定 77 △82 △159
　　退職給付に係る調整累計額 21 15 △5
新株予約権 115 111 △3
非支配株主持分 5 178 172
純資産合計 24,628 27,591 2,963
負債及び純資産合計 42,113 44,700 2,586

連結貸借対照表
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（単位：百万円）

連結損益計算書

科 目
（ご参考）第59期
平成27年4月 1 日から（平成28年3月31日まで）

第60期（当期）
平成28年4月 1 日から（平成29年3月31日まで） （ご参考）増減

売上高 126,244 133,313 7,068
売上原価 117,797 125,026 7,228
　　売上総利益 8,447 8,287 △160
販売費及び一般管理費 2,430 2,605 175
　　営業利益 6,017 5,681 △336
営業外収益 106 52 △54
　　受取利息及び配当金 14 16 2
　　持分法による投資利益 46 － △46
　　助成金収入 7 9 2
　　その他 38 25 △13
営業外費用 139 189 49
　　支払利息 125 114 △10
　　持分法による投資損失 － 22 22
　　寄付金 － 20 20
　　その他 14 31 16
　　経常利益 5,983 5,543 △440
特別利益 42 630 588
　　固定資産売却益 40 27 △12
　　段階取得に係る差益 － 595 595
　　その他 1 6 4
特別損失 507 684 177
　　固定資産廃棄損 38 44 6
　　減損損失 136 585 449
　　厚生年金基金解散損失引当金繰入額 309 － △309
　　その他 23 53 30
　　税金等調整前当期純利益 5,518 5,489 △29
　　法人税、住民税及び事業税 1,906 1,750 △155
　　法人税等調整額 △20 8 29
　　当期純利益 3,633 3,730 96
　　非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に帰属する当期純損失（△） △5 21 27
　　親会社株主に帰属する当期純利益 3,639 3,708 69

（百万円未満切り捨て）
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連結計算書類

（百万円未満切り捨て）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年4月1日残高 1,080 1,234 22,974 △966 24,322

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △769 △769

　親会社株主に帰属する当期純利益 3,708 3,708

　自己株式の取得 △69 △69

　自己株式の処分 56 20 76

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 56 2,939 △48 2,947

平成29年3月31日残高 1,080 1,291 25,914 △1,015 27,269

その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成28年4月1日残高 59 26 77 21 184 115 5 24,628

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △769 

　親会社株主に帰属する当期純利益 3,708

　自己株式の取得 △69

　自己株式の処分 76

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額） 11 － △159 △5 △153 △3 172 15

連結会計年度中の変動額合計 11 － △159 △5 △153 △3 172 2,963

平成29年3月31日残高 71 26 △82 15 31 111 178 27,591

（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
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科 目
（ご参考）第59期
平成27年4月 1 日から（平成28年3月31日まで）

第60期（当期）
平成28年4月 1 日から（平成29年3月31日まで） （ご参考）増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,866 5,390 523

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,287 △2,281 △993

財務活動によるキャッシュ・フロー △798 △2,500 △1,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22 △67 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,758 540 △2,217

現金及び現金同等物の期首残高 4,950 7,708 2,758

現金及び現金同等物の期末残高 7,708 8,249 540

（単位：百万円）

（百万円未満切り捨て）

（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書
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計算書類

資産の部

科 目 （ご参考）第59期
（平成28年3月31日現在）

第60期（当期）
（平成29年3月31日現在）

（ご参考）増減

流動資産 23,963 23,943 △19
　　現金及び預金 5,977 4,983 △994
　　受取手形 775 753 △21
　　電子記録債権 2,503 2,625 121
　　売掛金 14,041 14,882 841
　　貯蔵品 11 12 0
　　前払費用 310 310 0
　　繰延税金資産 171 136 △34
　　短期貸付金 72 44 △27
　　未収入金 44 50 6
　　その他 71 146 75
　　貸倒引当金 △16 △2 13
固定資産 15,962 17,157 1,195
　有形固定資産 7,975 7,732 △243
　　建物 3,286 3,150 △135
　　構築物 80 68 △11
　　機械及び装置 207 171 △35
　　車両運搬具 273 387 114
　　工具、器具及び備品 299 304 4
　　土地 2,521 2,521 －
　　リース資産 1,307 1,127 △180
　無形固定資産 1,753 1,756 3
　　借地権 174 170 △4
　　ソフトウエア 1,513 1,401 △112
　　ソフトウエア仮勘定 51 175 124
　　その他 13 8 △4
　投資その他の資産 6,233 7,668 1,435
　　投資有価証券 597 618 20
　　関係会社株式 3,359 5,005 1,645
　　出資金 5 5 0
　　長期前払費用 4 － △4
　　繰延税金資産 779 777 △2
　　差入保証金 1,296 1,093 △202
　　その他 274 313 38
　　貸倒引当金 △83 △144 △60
　資産合計 39,925 41,101 1,175

（単位：百万円）

（百万円未満切り捨て）

負債及び純資産の部

科 目 （ご参考）第59期
（平成28年3月31日現在）

第60期（当期）
（平成29年3月31日現在）

（ご参考）増減

流動負債 13,181 11,939 △1,242
　　買掛金 8,974 9,515 540
　　短期借入金 1,500 － △1,500
　　リース債務 199 199 0
　　未払金 243 291 48
　　未払費用 417 497 80
　　未払法人税等 842 599 △243
　　未払消費税等 367 256 △111
　　前受金 219 162 △56
　　預り金 45 62 16
　　賞与引当金 322 340 18
　　役員賞与引当金 33 13 △19
　　その他 17 1 △16
固定負債 2,672 2,626 △45
　　リース債務 1,432 1,252 △179
　　再評価に係る繰延税金負債 11 11 －
　　退職給付引当金 121 111 △10
　　株式給付引当金 78 102 24
　　役員株式給付引当金 － 67 67
　　厚生年金基金解散損失引当金 309 309 －
　　長期預り保証金 312 337 24
　　資産除去債務 376 404 28
　　長期未払金 30 30 －
負債合計 15,854 14,566 △1,287
株主資本 23,874 26,326 2,451
　資本金 1,080 1,080 －
　資本剰余金 1,239 1,296 56
　　資本準備金 1,230 1,230 －
　　その他資本剰余金 9 66 56
　利益剰余金 22,521 24,965 2,443
　　利益準備金 81 81 －
　　その他利益剰余金 22,439 24,883 2,443
　　　別途積立金 17,500 20,500 3,000
　　　繰越利益剰余金 4,939 4,383 △556
　自己株式 △966 △1,015 △48
評価・換算差額等 81 97 15
　その他有価証券評価差額金 55 70 15
　土地再評価差額金 26 26 －
新株予約権 115 111 △3
純資産合計 24,071 26,535 2,463
負債及び純資産合計 39,925 41,101 1,175

貸借対照表
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科 目
（ご参考）第59期
平成27年4月 1 日から（平成28年3月31日まで）

第60期（当期）
平成28年4月 1 日から（平成29年3月31日まで） （ご参考）増減

売上高 106,815 112,065 5,250
売上原価 100,269 105,879 5,609
　　売上総利益 6,545 6,186 △358
販売費及び一般管理費 1,383 1,490 106
　　営業利益 5,161 4,696 △465
営業外収益 835 187 △648
　　受取利息及び配当金 798 176 △621
　　その他 37 10 △26
営業外費用 207 268 61
　　支払利息 123 113 △9
　　貸倒引当金繰入額 64 113 48
　　その他 19 41 22
　　経常利益 5,789 4,614 △1,174
特別利益 37 6 △31
　　固定資産売却益 35 5 △30
　　投資有価証券売却益 1 0 △1
特別損失 372 82 △290
　　固定資産廃棄損 29 23 △6
　　減損損失 27 － △27
　　関係会社株式評価損 － 42 42
　　会員権評価損 － 11 11
　　厚生年金基金解散損失引当金繰入額 309 － △309
　　その他 6 5 △1
　　税引前当期純利益 5,454 4,538 △916
　　法人税、住民税及び事業税 1,628 1,295 △333
　　法人税等調整額 △119 30 150
　　当期純利益 3,946 3,212 △733

（単位：百万円）

（百万円未満切り捨て）

損益計算書
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株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益剰余金

平成28年4月1日残高 1,080 1,230 9 1,239 81 17,500 4,939 22,521
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △769 △769
　別途積立金の積立 3,000 △3,000 －
　当期純利益 3,212 3,212
　自己株式の取得
　自己株式の処分 56 56
　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － 56 56 － 3,000 △556 2,443
平成29年3月31日残高 1,080 1,230 66 1,296 81 20,500 4,383 24,965

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成28年4月1日残高 △966 23,874 55 26 81 115 24,071
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △769 △769
　別途積立金の積立 － －
　当期純利益 3,212 3,212
　自己株式の取得 △69 △69 △69
　自己株式の処分 20 76 76
　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額） 15 － 15 △3 12

事業年度中の変動額合計 △48 2,451 15 － 15 △3 2,463
平成29年3月31日残高 △1,015 26,326 70 26 97 111 26,535

（単位：百万円）

株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

（百万円未満切り捨て）

計算書類
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監査報告書

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年5月16日

トランコム株式会社
取締役会　御中
 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 崎 裕 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 見 彰 則 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、トランコム株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
トランコム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査報告書

計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年5月16日

トランコム株式会社
取締役会　御中
 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 崎 裕 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 見 彰 則 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、トランコム株式会社の平成28年4月1日から平成29年
3月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会
計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスク
の評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第60期事業年度における取締役の職務の執行に
ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記方法で監査を実施しました。
　①  監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、内部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の
取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書並びに重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書並びに連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びそ
の他の注記）について検討いたしました。

2．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果
　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（3）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　平成29年5月19日

以　上

トランコム株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 長 嶺 久 敏 ㊞
監 査 等 委 員 川 村 和 夫 ㊞
監 査 等 委 員 早 川 惠 久 ㊞

（注）監査等委員川村和夫及び早川惠久は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役であります。
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開催日時 平成29年6月27日（火曜日）  午前10時
 （受付開始：午前9時）

株主総会会場ご案内図




